
経済産業省企業活動基本調査の民間開放について（案） 

平成 20 年８月５日 

経済産業省調査統計部 

 
１．平成２０年度の事業の概要 

 平成２０年度事業については、「競争の導入による公共サービスの改

革に関する法律」（平成 13 年法律第 51 号）に基づく民間競争入札を行

い（別紙１参照）、以下のとおり事業を実施中。 

（１） 委託業務内容 

経済産業省企業活動基本調査における調査関係用品の印刷・配

布、調査票の回収・受付、督促、照会対応、個票審査、集計に

係る業務（別紙 2 参照） 

（２） 契約期間 

平成 20 年４月から平成 21 年３月までの１年間 

（３） 受託者 

株式会社インテージ 

 

２．実施状況の取りまとめの項目 

事業の実施状況については、平成 20 年度事業の実施要項に定められ

た以下の項目に沿って、取りまとめる予定。 

（１） 回収率 

（２） 苦情等照会件数 

（３） 督促・照会件数 

（４） 調査客体への事後調査・対応状況 

（５） 実施経費 

 

３．実施状況の取りまとめのスケジュール 

上記２の取りまとめのスケジュールは以下のとおり。 

・平成２１年度以降の本業務のあり方の検討に資するため、平成  

２０年９月末時点の回収率、照会件数について取りまとめる予定。 

・最終的には、受託者の事業報告書（平成 21 年３月 31 日までに提

出）に基づき、上記２．（１）～（５）を平成 21 年６月までに取

りまとめる予定。 

 

 

 

 



４．平成 21 年度以降の事業の計画 

 

・平成 21 年度以降の事業についても、平成 20 年度の民間競争入札実

施の経緯等を踏まえ（別紙３参照）、引き続き民間競争入札を行う。 

・来年度以降の事業に係る実施要項の作成にあたっては、平成 20 年

度事業の中間取りまとめを踏まえる。 

・民間事業者の創意工夫をいかし、ノウハウの蓄積による質の維持向

上等を実現するために複数年契約（３年間）とする。 

 

 

事項名 措置の内容等 担当府省  

 

 

 

 

経済産業

省企業活

動基本調

査 

○経済産業省企業活動基本調査（指定統計調査）につ

いて民間競争入札を実施する。その内容は、原則とし

て次のとおりとする。 

【業務の概要及び入札の対象範囲】 

 調査関係用品の印刷、調査票の送付・回収・受付、

督促、照会対応、個票審査、集計に係る業務。 

【入札等の実施予定時期】 

 平成 21 年１月までに入札公告し、平成 21 年４月か

ら落札者による事業を実施。 

【契約期間】 

平成 21 年４月から平成 24 年３月までの３年間。 

 

 

 

 

経済産業省

 



別紙１ 
 

「公共サービス改革法に基づく経済産業省企業活動基本調査 
の実務業務 一式」の落札者の決定について 

 
 
 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号）に基づく
民間競争入札を行った「公共サービス改革法に基づく経済産業省企業活動基本調査の実施

業務 一式」については、次のとおり落札者を決定しました。 
 
１ 落札者の名称： 株式会社インテージ 
 
２ 落 札 金 額： １０１，８５０，０００円（消費税込み） 
 
３ 総合評価点： １９５点 
 
４ 落札者決定の経緯及び理由 

「平成 20年経済産業省企業活動基本調査における民間競争入札実施要項」に基づき、
入札参加者（２者）から提出された企画書について、外部有識者等において審査した

結果、いずれも評価基準を満たしていた。 
 入札価格については、３月１４日に開札したところ、上記のものが落札者となった。 

 
５ 落札者における当該公共サービスの実施体制及び実施方法の概要 

請負業務の実施にあたっては、責任者１名、業務担当者１０名を配置し、「経済産業

省企業活動基本調査事務局」を設置する。 

落札者が行う主な業務は、実査準備（調査関係用品印刷）、調査票等の送付、回収（郵

送による回収のほか、インターネットを利用したオンライン提出に関する業務）、督促、

照会対応、審査（疑義照会）、集計、調査対象名簿の修正である。実施方法の概要は次

のとおりである。 
 各工程の実施に先駆けて、セキュリティマニュアル、実施マニュアル、作業フロー、

作業体制を明確にし、スケジュール通りに着実に業務をこなす。また、研修（教育・

訓練）を重要視し、各種マニュアルの作成・整備・更新とともに十分な研修を実施す

る。さらに中心的なシステム（経済産業省所有の審査・集計システム）を補完し、全

体の効率をアップさせる。 



企業活動基本調査の流れ図（平成２０年調査における実施方法）
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別紙３ 

経済産業省企業活動基本調査の民間開放について 

平成 19 年 10 月 10 日 

経済産業省調査統計部 

 
【民間競争入札とする理由】 

・行政の減量・効率化の流れの中で、統計調査業務についても、「民間にでき

ることは民間に」の考え方に基づいて、民間事業者を活用できる業務につ

いては、可能な限り活用していきたいと考えている。そのため、民間事業

者が受託可能と判断した統計調査業務については、民間競争入札を実施す

るものである。 
 
【入札の対象範囲】 

・「経済産業省企業活動基本調査」の民間事業者を活用する業務の範囲は、調

査関係用品の印刷・配布、調査票の回収・受付、督促、照会対応、個票審

査、集計とする（別紙参照）。 
・なお、これらの統計調査業務のうち、国の政策立案と直結する調査内容、

調査方法の策定等調査の企画業務、また、統計の質の維持・向上を図るた

めに必要な民間事業者への指導・監督などのモニタリング業務、調査結果

及び事業内容に対する評価・改善業務等については、国が行うべき業務と

して実施する予定。 
 
【入札等の実施予定時期】 

・平成１９年１２月目処に入札公告し、平成２０年４月から落札者による事

業を実施する予定。 
 
【契約期間】 

・本調査は、経済産業省所管の業種を含む一定規模以上の企業に対して実施

している指定統計調査であるが、経済産業省が実施する指定統計調査につ

いて包括的に民間事業者を活用するのは、本調査が初めてである。そのた

め、このように大規模な指定統計調査について民間事業者の活用により生

じる問題点を整理し、次年度にその反省点を踏まえて再検討する必要があ

る。よって、初年度の調査に関しては単年度契約とすることが妥当と判断

した。 
・一方、民間事業者が、その創意工夫をいかして質の維持向上や経費削減を

実現するためには、複数年度契約で実施することが望ましいことから、平

成２１年調査からは複数年度契約とすることとしたい。 


